
国立大学協会における国立大学等の国際協力支援体制の構築

本体制整備を通して

①国立大学協会において、国立大学等の国際協力活動に関し、真にニーズのある分野、ニーズにマッチする教育・研究内容を
把握し、要請国・協力国間のギャップを埋めるとともに、

②関係大学の連携・コンソーシアム等の「組織的・継続的なコミット」により、迅速かつ真に実のある支援を実現！
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１． フィージビリティ・スタディへの参加
（現地調査等）

２． 「人材養成プログラム」の実施
（若手研究者等受入・
現地での集中講義）
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関係大学への協力要請

国大協への協力案件の対
応検討グループ形成に係

る調整の要請

国際交流委員会

国立大学協会

関係大学コンソーシアム

国際協力小委員会

国際協力小委員会での審議を経て、
関係大学コンソーシアムとして、協
力案件ごとに関係大学によるグ
ループを形成。

（各協力案件ごとに幹事大学を設
定）

官民協働プラットフォーム
経産省、JETRO、
公私立大学、
民間企業
などを含む

文部科学省


